
お問合せ先︓

2. 事業内容

3. 事業スキーム

1. 事業目的

■実施期間

■事業形態

4. 補助対象

間接補助事業（１／3）

①民間建築物等における省CO2改修支援事業︓既存民間建築物において省エネ改修
を行いつつ、運用改善により更なる省エネの実現を目的とした体制を構築する事業を
支援。

②テナントビルの省CO2改修支援事業（国土交通省連携）︓オーナーとテナントが
環境負荷を低減する取組に関する契約や覚書（グリーンリース（GL）契約等）を結び、
協働して省CO2化を図る事業やフロア単位で省CO２化を図る事業を支援。

※ ①、②については、省エネ型の第一種換気設備を導入する場合又は需要側設備等を
通信・制御する機器を導入する場合に加点。

③空き家等における省CO2改修支援事業︓空き家等を業務用施設に改修しつつ省CO2化を
図る事業に対し、省CO2性の高い設備機器等の導入を支援。

※ 省エネ型の第一種換気設備を導入する場合に加点。

既存建築物の省CO2化に資する高効率設備等の導入を支援します。

地方自治体、民間事業者等
平成31年度〜令和５年度

環境省地球環境局地球温暖化対策課地球温暖化対策事業室 電話︓0570-028-341

■補助対象

補助
申請者

補助対象
経費 補助要件 補助

率

①
建築物を
所有する
民間企業

等

CO2削減に寄与する
空調、BEMS装置等の

導入費用
（補助上限5,000万円）

・既存建築物において
30％以上のCO2削減
・運用改善によりさら
なる省エネの実現を目
的とした体制の構築

1/3

②

テナント
ビルを所
有する法
人、地方
公共団体

等

CO2削減に寄与する
省CO2改修費用
（設備費等）

（補助上限4,000万円）

・テナントビルにおい
て20％以上のCO2削減
・ビル所有者とテナン
トにおけるグリーン
リース契約の締結

1/3

③
空き家等
を所有す

る者

CO2削減に寄与する
省CO2改修費用
（設備費等）
（補助上限なし）

・空き家等において
15％以上のCO2削減
・空き家等を改修し、
業務用施設として利用

1/３

建築物等の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業のうち、
（３）既存建築物における省CO2改修支援事業

① テナントビル、既存の業務用施設等の省CO2改修を普及促進することで、ストック対策に貢献する。
② 既存の業務用施設等の脱炭素化を促進し、将来の業務その他部門のCO2削減目標達成に貢献する。
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